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○石垣市公有財産規則 

平成3年3月28日 

規則第7号 

第1章 総則 

(趣旨) 

第1条 この規則は、別に定めがあるものを除くほか、本市における公有財産の取得、管理及

び処分について必要な事項を定めるものとする。 

(用語の意義) 

第2条 この規則において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるところによる。 

(1) 公有財産 地方自治法(昭和22年法律第67号。以下「法」という。)第238条に規定する

財産(総トン数20トン未満の船舶を除く。)をいう。 

(2) 部等 石垣市行政組織条例(平成18年石垣市条例第24号)第1条第2項に定める部並びに

議会事務局、選挙管理委員会事務局、監査委員事務局、教育委員会事務局、農業委員会事

務局、消防本部及び水道部をいう。 

(3) 課 石垣市行政組織規則(平成19年石垣市規則第7号)第2条第1項及び第4条に定める課

並びにこれに相当する組織をいう。 

(4) 所管換え 部等の間において所管を移すことをいう。 

(5) 所属換え 部等内の課の間において所属を移すことをいう。 

(平7規則15・平19規則15・令6規則10・一部改正) 

(公有財産の総括) 

第3条 総務部長は、公有財産に関する制度を整え、その取得、管理及び処分について各部等

の調整を図り公有財産を総括する。 

2 総務部長は、公有財産の取得又は管理について必要があるときは、部等の長に対しその所

管に属する公有財産について、その状況に関する資料の提出若しくは報告を求め、実地につ

いて調査を行い、又はその結果に基づいて必要な措置を講ずべきことを求めることができる。 

(行政財産の所管) 

第4条 部等の事務及び事業の用に供する行政財産の管理は、当該部等の長が行うものとする。 

2 2以上の部等の所管に属する行政財産のうち、統一的に管理する必要がある財産の管理は、

当該2以上の部等の長のうち、市長が指定する者が行うものとする。 

(普通財産の所管) 

第5条 普通財産の管理及び処分に関する事務は、総務部長が行うものとする。ただし、次の

各号のいずれかに該当する普通財産で市長が必要があると認めるものについては、当該財産
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を管理していた部等の長に引続き管理及び処分に関する事務を行わせることができる。 

(1) 使用に堪えない建物等で取り壊し等の目的をもって用途を廃止するもの 

(2) 使用目的を変更するため新たな目的に供するまで、短期間管理する必要があるもの 

(3) 交換の目的をもって用途を廃止するもの 

(4) 地方公営企業法(昭和27年法律第292号)の規定の一部が適用される事業の用を廃止する

もの 

(5) 総務部長において、管理及び処分に関する事務を行うことが技術上困難なものと市長が

認めるもの 

(平19規則15・一部改正) 

(事務の分掌) 

第6条 課の長は、その所属する公有財産について当該部等の長の事務を分掌するものとする。 

(管理の通則) 

第7条 部等の長は、その所管する公有財産について、常に現況を把握し、経済的かつ効率的

に利用するよう努めなければならない。 

2 課の長は、その所属する公有財産の現況を調査し、特に次に掲げる事項について、留意し

なければならない。 

(1) 公有財産の維持、保存及び使用の適否 

(2) 公有財産の貸付け又は使用許可の適否 

(3) 土地の境界 

(4) 公有財産の増減及びその証拠書類との符合 

(5) 公有財産の現況、登記簿、財産台帳及び附属図面との符合 

(6) 財産台帳等の記載事項の適否 

(平19規則15・一部改正) 

(公有財産の引継ぎ) 

第8条 部等の長は、行政財産の用途を廃止した場合において、速やかに公有財産引継書(第1

号様式)により総務部長に引継がなければならない。 

2 前項により公有財産の引継ぎをする場合において、その物件に特殊の義務その他障害とな

る事項があるときは、引継ぎをする部等の長において処理した後でなければ引継ぐことがで

きない。 

3 総務部長は、第1項による引継ぎを完了したときは、公有財産受領証(第2号様式)を当該部

等の長に対し交付しなければならない。 

(所管換え) 
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第9条 部等の長は、公有財産の所管換えを受けようとするときは、次に掲げる事項を記載し

た書類に必要な図面等を添付し、関係する部等の長の同意を得て総務部長に合議のうえ市長

の決裁を受けなければならない。 

(1) 所管換えを受けようとする理由及びその事務を分掌する部課等の名称 

(2) 当該財産の台帳記載事項 

(3) 用途及び利用計画 

(4) 有償の場合においては、その予算額及び経費の支出科目 

2 前項の市長の決裁を受けた場合は、速やかに当該財産を授受し、公有財産所管換(所属換)

通知書(第3号様式)を総務部長に提出しなければならない。 

(所属換え) 

第10条 課の長が公有財産の所属換えを受けようとするときは、前条の規定に準じ、当該財産

の所属する課の長に協議し当該部等の長を経て、総務部長に合議のうえ市長の決裁を受けな

ければならない。 

2 前条第2項の規定は、所属換えについて準用する。 

第2章 取得 

(財産取得前の措置) 

第11条 部等の長は、財産を買入れ、若しくは交換により財産を取得し、又は財産の寄附を受

けようとするときは、あらかじめ当該財産について私権の設定又は特殊な義務等の有無を調

査しなければならない。 

2 前項の調査によって私権の設定又は特殊な義務等があり、これらを排除する必要があると

きは、所有者又は当該権利者をしてこれらを消滅させ、又はこれらについて必要な措置を講

じなければならない。ただし、特別な事情があるときは、この限りでない。 

(平19規則15・一部改正) 

(財産の買入) 

第12条 部等の長は、財産を買入れようとするときは、次に掲げる事項を記載した書類を添付

し市長の決裁を受けなければならない。ただし、財産の種類等によりその記載事項の一部を

省略することができる。 

(1) 買入れしようとする理由 

(2) 買入れしようとする財産の所在、地番、種類、地目又は構造及び数量 

(3) 買入れしようとする財産の見積価格及びその算定の基礎 

(4) 予算額及び経費の支出科目 

(5) 相手方の住所及び氏名(法人の場合は、「その所在地、名称及び代表者の氏名」をいう。
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以下同じ。) 

(6) 契約の方法及びその理由 

(7) 契約書案及び相手方の承諾書 

(8) 公図及び関係図面等 

(9) 登記簿謄本又は抄本 

(10) その他必要な書類 

(平19規則15・一部改正) 

(財産の交換) 

第13条 部等の長は、石垣市財産の交換、譲与、無償貸付等に関する条例(昭和47年条例第9

号)第2条の規定により普通財産の交換をしようとするときは、次に掲げる事項を記載した書

類を添付し市長の決裁を受けなければならない。ただし、財産の種類等によりその記載事項

の一部を省略することができる。 

(1) 交換しようとする理由 

(2) 交換しようとする財産の所在、地番、種類、地目又は構造及び数量 

(3) 交換しようとする財産の見積価格及びその算定の基礎 

(4) 相手方の住所及び氏名 

(5) 交換差金がある場合は、その額及び納入又は支払の方法 

(6) 交換の条件 

(7) 交換契約書案及び相手の承諾書又は申込書 

(8) 前条第8号から第10号までに掲げる書類 

(平19規則15・一部改正) 

(寄附の受納) 

第14条 部等の長は、財産の寄附を受けようとするときは、寄附者に寄附申込書(第4号様式)

を提出させ、次に掲げる書類を添付のうえ市長の決裁を受けなければならない。ただし、財

産の種類等によりその記載事項の一部を省略することができる。 

(1) 寄附を受けようとする理由 

(2) 寄附を受けようとする財産の所在、地番、種類、地目又は構造及び数量 

(3) 寄附を受けようとする財産の時価評価額 

(4) 相手方の住所及び氏名 

(5) 負担付寄附に該当するときは、その負担の内容 

(6) 関係図面 

(7) その他参考となる事項 
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2 前項の手続において、次に掲げる書類を添付しなければならない。 

(1) 寄附受納通知書案 

(2) 登記簿謄本又は抄本 

(3) 寄附申込書 

(4) 寄附をしようとする者が公共団体又はその他の法人である場合は、当該決議機関による

決議書又はこれにかわる書類の写し 

3 部等の長は、第1項の規定により寄附を受けることが決定したときは、寄附受納通知書(第5

号様式)によりその旨を当該寄附者に通知するものとする。 

(平19規則15・一部改正) 

(権利の設定) 

第15条 部等の長は、法第238条第1項第4号及び第5号に規定する権利を設定しようとすると

きは、次に掲げる事項を記載し、必要書類を添付して市長の決裁を受けなければならない。

ただし、権利の種類により必要のない事項の一部を省略することができる。 

(1) 権利を設定しようとする理由 

(2) 設定しようとする権利の名称及びその目的物の所在地 

(3) 権利の目的物の数量及び種類等 

(4) 権利の目的物の所有者の住所及び氏名 

(5) 権利設定の期間 

(6) 権利設定に要する経費及びその算定の基礎 

(7) 経費の支出科目及び予算額 

(8) 権利設定の契約書案 

(9) その他必要な事項 

(平19規則15・一部改正) 

(登記又は登録) 

第16条 部等の長は、登記又は登録を要する財産を買入、交換、又は寄附その他の方法により

取得したときは、遅滞なくその手続をしなければならない。 

2 部等の長は、前項の手続を完了したときは、速やかに公有財産取得通知書(第6号様式)に取

得を証する書面又はその写しを添えて総務部長に提出しなければならない。 

3 総務部長は、前項の通知を受けたときは、これを確認し公有財産取得確認書(第7号様式)を

交付するものとする。 

(平19規則15・一部改正) 

(取得代金等の支払) 
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第17条 取得した財産の代金等は、登記又は登録を要する公有財産については登記又は登録を

完了した後に、その他の財産については引渡しを受けた後に支払わなければならない。ただ

し、市長が特に必要と認めたときは、この限りでない。 

第3章 管理 

(行政財産の目的外使用許可) 

第18条 行政財産は、次の各号のいずれかに該当する場合に限り、その用途又は目的を妨げな

い限度において、使用を許可することができる。 

(1) 直接又は間接に市の便益となる事業又は事務の用に供するとき。 

(2) 国、他の地方公共団体、その他公共団体において公用、公共の用又は公益事業の用に供

するとき。 

(3) 災害その他の緊急事態の発生により応急施設として短期間使用させるとき。 

(4) 前3号に掲げる場合のほか、市長が特に必要と認めるとき。 

(平19規則15・一部改正) 

(使用許可の申請) 

第19条 行政財産の使用許可を受けようとする者は、使用期日の10日前までに行政財産目的外

使用許可申請書(第8号様式)を市長に提出し、許可を受けなければならない。 

2 市長は、行政財産の使用を許可したときは、申請者に対して行政財産目的外使用許可書(第

9号様式)を交付するものとする。 

(使用許可の期間) 

第20条 第18条の規定による使用許可の期間は、1年を超えてはならない。ただし、電柱又は

水道管その他の埋設物を設置するため使用させるとき、その他市長が特別の理由があると認

めるときは、3年を超えない範囲内において許可することができる。 

2 前項の使用許可の期間は、これを更新することができる。この場合において、更新のとき

から同項の期間を超えることができない。 

(行政財産の使用許可条件) 

第21条 行政財産の使用許可には、次の条件を付するものとする。ただし、市長が特別の理由

があると認めるときは、この限りでない。 

(1) 善良な管理者の注意をもって使用財産の維持、保存にあたること。 

(2) 使用財産を使用許可の目的以外の用に供しないこと。 

(3) 使用財産の原状を変更し、又は許可以外の設備若しくは工作物を設けないこと。 

(4) 使用財産を第三者に使用させ、又は転貸しないこと。 

(5) 使用期間が満了し、又は使用許可が取消された場合は、使用者の負担において使用財産
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を原状に回復し、使用期間満了の日又は市長が指定する期日までに返還すること。 

(6) 使用者の責めに帰すべき理由により使用財産を滅失又はき損し、その他市に損害を与え

たときは、その損害を賠償すること。 

(7) 使用期間中に公用若しくは公共用に供する必要が生じたとき、又は許可条件に違反する

行為があると認めたときは、許可を取消し若しくは変更することがあること。この場合に

おいて、当該取消し又は変更によって生じた損失等については、使用者は市に対し補償を

求めないこと。 

(8) その他市長が指示する事項 

(使用許可の取消し又は変更手続) 

第22条 部等の長は、現に使用を許可している行政財産の取消し又は変更をしようとするとき

は、次に掲げる事項を記載した書類により、市長の決裁を受けなければならない。ただし、

財産の種類等によりその記載事項の一部を省略することができる。 

(1) 取消し又は変更をしようとする行政財産の所在、地番、種類、地目又は構造及び数量 

(2) 取消し又は変更しようとする理由 

(3) 使用者の住所及び氏名 

(4) 使用の目的及び用途 

(5) 使用許可年月日及び使用許可期間 

(6) 取消し又は変更年月日 

(7) 取消し又は変更後の措置 

(8) その他参考となる事項 

2 前項の手続においては、次に掲げる書類を添付しなければならない。 

(1) 行政財産目的外使用許可取消(変更)通知書案 

(2) 行政財産目的外使用許可書の写し 

(3) 関係図面 

(4) その他参考となる書類 

3 部等の長は、行政財産の使用許可が取消し又は変更されたときは、行政財産使用許可取消

(変更)通知書(第10号様式)を使用者に交付しなければならない。 

(平19規則15・一部改正) 

(使用料の減免又は後納) 

第23条 行政財産の使用料の減免を受け、又は使用料を後納しようとする者は、行政財産使用

料減免(後納)申請書(第11号様式)により市長の承認を受けなければならない。 

(行政財産の用途の変更) 
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第24条 部等の長は、その所管に属する行政財産の用途を変更しようとするときは、次に掲げ

る事項を明らかにした書類を作成して、総務部長に合議のうえ、市長の決裁を受けなければ

ならない。ただし、財産の書類等によりその記載事項の一部を省略することができる。 

(1) 変更しようとする理由 

(2) 変更しようとする行政財産の所在、地番、種類、地目又は構造及び数量 

(3) 変更前及び変更後の行政財産の種類 

(4) 変更年月日 

(5) その他参考となる事項 

2 前項の手続においては、次に掲げる書類を添付しなければならない。 

(1) 公有財産台帳の写し 

(2) 関係図面 

(3) その他参考となる書類 

(平19規則15・一部改正) 

(行政財産の用途の廃止) 

第25条 部等の長は、その所管に属する行政財産の用途を廃止しようとするときは、次に掲げ

る事項を明らかにした書類を作成して、総務部長に合議のうえ、市長の決裁を受けなければ

ならない。 

(1) 廃止しようとする理由 

(2) 廃止しようとする行政財産の所在、地番、種類、地目又は構造及び数量 

(3) 廃止年月日 

(4) その他参考となる事項 

(平19規則15・一部改正) 

(普通財産の貸付) 

第26条 総務部長は、普通財産を貸付けしようとするときは、当該普通財産を借受けようとす

る者から普通財産貸付申請書(第12号様式)を提出させ、次に掲げる事項を明らかにし、必要

書類を添付して市長の決裁を受けなければならない。ただし、財産の種類等によりその記載

事項の一部を省略することができる。 

(1) 貸付しようとする普通財産の所在、地番、種類、地目又は構造及び数量 

(2) 貸付しようとする理由及び用途 

(3) 相手方の住所及び氏名 

(4) 連帯保証人の住所及び氏名 

(5) 貸付料及びその算定の基礎 
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(6) 貸付料の納入方法及び期日 

(7) 貸付期間 

(8) 無償又は減額貸付をする場合は、その根拠及び理由 

(9) その他参考となる事項 

2 前項の手続において、次に掲げる書類を添付しなければならない。 

(1) 契約書案 

(2) 関係図面 

(3) 普通財産貸付申請書 

(4) 石垣市暴力団排除条例(平成23年石垣市条例第18号)の規定に基づく誓約書 

(5) その他参考となる書類 

3 市職員等の職員駐車場の貸付けに係る手続その他必要な事項は、別に規則で定める。 

(平19規則15・令3規則27・令6規則5・一部改正) 

(普通財産の一時使用) 

第27条 普通財産の一時使用を承認しようとするときは、次の各号に該当する場合に限りこれ

を行うことができる。 

(1) 国及び地方公共団体の業務又は業務遂行上、使用させる必要があると認めるとき。 

(2) 普通財産の処分計画に支障がない場合、また、処分するまでの期間内において、臨時的

に一定期間に限って使用させる必要があると認めるとき。 

(3) その他、市長が使用させる必要があると認めるとき。 

2 普通財産の一時使用許可を受けようとする者は、使用期日の10日前までに石垣市普通財産

一時使用許可申請書(第13号様式)を市長に提出し、許可を受けなければならない。 

3 市長は、普通財産の一時使用を許可したときは、申請者に対して石垣市普通財産一時使用

許可書(第14号様式)を交付するものとする。 

(令3規則27・追加) 

(貸付期間) 

第28条 普通財産の貸付期間は、次のとおりとする。 

(1) 借地借家法(平成3年法律第90号)第22条の規定(一般定期借地権)による土地の貸付け 

50年以上 

(2) 借地借家法第23条の規定(事業用定期借地権)による土地の貸付け 10年以上50年未満 

(3) 借地借家法第24条の規定(建物譲渡特約付借地権)による土地の貸付け 30年以上 

(4) 前3号以外の建物の所有を目的とする土地の貸付け 30年以上 

(5) 前4号以外の建物の所有を目的としない土地の貸付け 5年以上 
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(6) 建物その他の物件の貸付け 5年以下 

2 前項第4号から第6号までの貸付期間は、更新することができる。この場合において、その

期間は、第4号の場合にあっては更新の日から10年以上(最初の更新のときは20年以上)、第5

号から第6号の場合にあっては当該各号に規定する期間とする。 

(令3規則27・全改・旧第27条繰下、令5規則36・一部改正) 

(貸付料) 

第29条 普通財産の貸付料は、市長が別に定める。 

2 貸付料の納付期限は、宅地、建物又は工作物等の場合については毎月20日とし、その他に

ついてはその会計年度の4月30日とする。ただし、前納することを妨げない。 

3 契約期間の中途において返還した貸付財産の貸付料は、月額をもって定めたものについて

は日割計算により、年額をもって定めたものについては月割計算により徴収する。なお、貸

付料は、売渡代金の完納の日まで徴収する。 

4 普通財産の貸付料の減免を受けようとする者は、石垣市普通財産貸付料減免申請書(第15号

様式)により市長の承認を受けなければならない。なお、減免率については、別表に定める。 

5 市長は、経済事情の変動その他の理由により貸付料を増減することができる。 

(令3規則27・旧第28条繰下、令6規則9・一部改正) 

(督促及び延滞料) 

第30条 貸付料を納付期限までに完納しない者があるときは、市長は、納付期限後20日以内に

新たに納付すべき期限を指定して、督促状を発しなければならない。 

2 前項の規定により、督促を受けた者が指定した貸付料を納付しないときは、石垣市債権管

理条例(平成24年石垣市条例第29号)に基づく延滞金の計算方法を準用して、延滞料を徴収す

る。 

(平24規則18・一部改正、令3規則27・旧第29条繰下) 

(契約書の作成) 

第31条 総務部長は、普通財産の貸付契約を締結しようとするときは、次に掲げる事項を記載

した契約書を作成しなければならない。 

(1) 貸付財産の表示 

(2) 貸付財産の使用目的及び使用上の制限に関すること。 

(3) 貸付期間及びその更新に関すること。 

(4) 貸付料及びその改定に関すること。 

(5) 貸付料の納付方法、納付期限及び延滞料に関すること。 

(6) 権利の譲渡及び転貸の禁止に関すること。 
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(7) 修繕等の義務負担に関すること。 

(8) 契約解除に関すること。 

(9) 貸付財産の返還に関すること。 

(10) 原状回復及び損害賠償に関すること。 

(11) 調査協力の義務に関すること。 

(12) その他必要な事項 

(平19規則15・一部改正、令3規則27・旧第30条繰下・一部改正) 

(貸付期間の更新) 

第32条 総務部長は、普通財産の貸付期間の更新について借受人から申出があったときは、当

該借受人に普通財産貸付契約更新申請書(第16号様式)を提出させるとともに、更新契約書の

作成に必要な措置を講じなければならない。 

(平7規則27・一部改正、令3規則27・旧第31条繰下・一部改正、令6規則9・一部改正) 

(使用目的の変更等) 

第33条 総務部長は、現に貸付けをしている普通財産の使用目的の変更又は原形の変更につい

て借受人から申出があったときは、当該借受人から使用目的変更申請書(第17号様式)又は原

形変更申請書(第18号様式)を提出させるとともに、変更契約書の作成その他必要な措置を講

じなければならない。 

(令3規則27・旧第32条繰下・一部改正、令6規則9・一部改正) 

(借受人の遵守事項) 

第34条 総務部長は、普通財産の貸付けにあたって借受人に対し次に掲げる事項を遵守させな

ければならない。 

(1) 借受けの権利譲渡をしないこと。 

(2) 貸付財産を転貸しないこと。 

(3) 借受人において、貸付財産の原形を変更する必要があるときは、あらかじめその理由書

に設計書又は工事仕様書を添えて市長の許可を得ること。 

(4) 市長の許可なく、増改築及び貸付財産に新たな建物を建築しないこと。 

(5) 市長の許可なく、使用目的を変更しないこと。 

(6) 農林業の用に供する貸付財産には、その借受人は市長の定めるところにより標柱又は標

識をたてること。 

2 前項第1号、第3号、及び第4号に掲げる事項に承諾を与えるときは、市長が定める額の承諾

料を徴収することができる。 

(平14規則15・全改、平19規則15・一部改正、令3規則27・旧第33条繰下) 
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(災害等の届出) 

第35条 総務部長は、天災地変その他の事故により貸付財産に変動が生じたときは、速やかに

当該借受人に貸付財産災害届(第19号様式)にその証拠となるべき書類等を添えて提出させ

なければならない。 

(令3規則27・旧第34条繰下・一部改正、令6規則9・一部改正) 

(連帯保証人) 

第36条 総務部長は、普通財産を貸し付ける場合は、借受人に対し、適当と認めた者を連帯保

証人として立てさせなければならない。また、連帯保証人が個人の場合には、賃貸借契約書

に極度額を明記しなければならない。ただし、国又は他の地方公共団体、その他公共団体に

対し貸付けるとき、又は市長が特に必要がないと認めるときは、この限りでない。 

2 前項の連帯保証人の変更又は住所若しくは組織の変更が生じたときは、遅滞なくその理由

及び変更年月日等を記載した公有財産借受保証人変更届(第20号様式)を提出させなければ

ならない。 

3 借受人は、連帯保証人が死亡したときは、直ちに新たな連帯保証人を立てなければならな

い。 

4 第1項の極度額は、貸付料の1年分とする。 

(平19規則15・一部改正、令3規則27・旧第35条繰下・一部改正、令6規則9・一部改

正) 

(借受人変更届) 

第37条 総務部長は、借受人の住所又は相続、合併若しくは分割により貸付財産に関する権利

の継承があったときは、遅滞なく普通財産借受人変更届(第21号様式)を提出させなければな

らない。 

(平7規則27・平13規則16・一部改正、令3規則27・旧第36条繰下・一部改正、令6規

則9・一部改正) 

(修繕及び模様替え) 

第38条 部等の長は、建物若しくは工作物を修繕し、又は模様替えしようとするときは、次に

掲げる事項を記載した書類によって市長の決裁を受けなければならない。ただし、財産等の

種類によりその記載事項の一部を省略することができる。 

(1) 修繕又は模様替えしようとする理由 

(2) 修繕又は模様替えしようとする財産の所在、地番、構造及び数量 

(3) 修繕又は模様替えしようとする箇所及び内容 

(4) 修繕又は模様替えしようとする経費及びその算定の基礎 
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(5) 関係図面 

(6) その他参考となる事項 

(平19規則15・一部改正、令3規則27・旧第37条繰下) 

(境界確定又は確認の協議) 

第39条 部等の長は、その所管に属する公有財産の境界が明らかでないときは、隣接地の所有

者に対し、立会場所、期日、その他必要な事項を通知して境界の確定又は確認するための協

議を求めなければならない。 

2 前項の協議が成立した場合には、当該部等の長は土地境界確定書(第22号様式)により確定

又は確認された境界を明らかにしなければならない。 

3 前項の境界確定書は、隣接地の所有者、当該部等の長及び総務部長が各1部を所有するもの

とする。 

(令3規則27・旧第38条繰下・一部改正、令6規則9・一部改正) 

(無断使用) 

第40条 公有財産を権原に基づかず占有し、若しくは使用し、又はこれにより収益した者(以

下「無断使用者」という。)に対しては、部等の長は、直ちにその占有又は使用を中止させ

るとともに、次に定める措置を講じなければならない。 

(1) 耕作物又は構築物があるときは、無断使用者に対し、その撤去又は復元を要求するとと

もに、当該財産の明渡しを求めること。 

(2) 無断使用により生じた損害の賠償をさせなければならない。 

(3) 無断使用者に対し、当該財産を占有又は使用に引続き貸付することはできない。 

2 市長が特に必要と認めたときは、前項の規定の一部又は全部について免除することができ

る。 

(平19規則15・一部改正、令3規則27・旧第39条繰下・一部改正) 

第4章 処分 

(売払い) 

第41条 総務部長は、普通財産を売払いしようとするときは、次に掲げる事項を記載した書類

によって市長の決裁を受けなければならない。ただし財産の種類等によりその記載事項の一

部を省略することができる。 

(1) 売払いしようとする普通財産の種類、所在、地番、地目又は構造及び数量 

(2) 売払いしようとする理由 

(3) 相手方の住所及び氏名 

(4) 契約の方法及びその根拠 
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(5) 売払い予定価格及び価格算定の基礎 

(6) 代金の納入方法及びその期日 

(7) その他参考となる事項 

2 前項の書類には、次の各号に掲げる書類等を添付しなければならない。 

(1) 普通財産売払申請書(第23号様式) 

(2) 契約書案 

(3) 評価調書 

(4) 関係図面 

(5) 登記簿謄本又は抄本 

(6) 石垣市暴力団排除条例の規定に基づく誓約書 

(7) その他参考となる書類等 

(平7規則27・平19規則15・一部改正、令3規則27・旧第40条繰下・一部改正、令6規

則9・一部改正) 

(譲与) 

第42条 総務部長は、普通財産を譲与しようとするときは、次に掲げる事項を記載した書類に

よって市長の決裁を受けなければならない。ただし、財産等の種類によりその記載事項の一

部を省略することができる。 

(1) 譲与しようとする普通財産の種類、所在、地番、地目又は構造及び数量 

(2) 譲与しようとする理由並びに当該譲与に関する適用法令及びその条項 

(3) 譲与を受けようとする者の住所及び氏名 

(4) 譲与に付帯する条件を定める場合はその条件 

(5) その他関係する事項 

2 前項の書類には、次の各号に掲げる書類等を添付しなければならない。 

(1) 譲与申請書(第24号様式) 

(2) 契約書案 

(3) 評価調書 

(4) 関係図面 

(5) その他参考となる書類等 

(平19規則15・一部改正、令3規則27・旧第41条繰下・一部改正、令6規則9・一部改

正) 

(用途指定) 

第43条 一定の用途に供する目的をもって普通財産を売払い又は譲与をするときは、相手方に
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対し用途及びその用途に供しなければならない期日又は期間を指定しなければならない。 

2 前項の指定をした場合において、相手方が指定された期日を経過してもなおこれをその用

途に供せず、又はその用途に供した後、指定された期間内にその用途を廃止したときは、そ

の契約を解除することができる。 

3 前2項の規定は、普通財産の貸付けをする場合にこれを準用する。 

(令3規則27・旧第42条繰下) 

(所有権の移転及び引渡し) 

第44条 普通財産を売払い、又は交換した場合において当該財産の所有権は、相手方が売払代

金又は交換差金を完納したときに移転するものとし、同時に引渡すものとする。 

2 普通財産を譲与又は交換した場合において当該財産の所有権は、契約で定めた場合を除き、

契約締結のときに移転するものとする。 

(令3規則27・旧第43条繰下) 

(建物等の取り壊し) 

第45条 部等の長は、建物等の取り壊しをしようとするときは、次に掲げる事項を記載し、必

要書類を添付して市長の決裁を受けなければならない。 

(1) 取り壊す理由 

(2) 取り壊す財産の所在、地番、種目、構造及び面積 

(3) 取り壊す財産の沿革 

(4) 取り壊しに要する経費及び撤去費の見積価格 

(5) 取り壊し後の利用計画 

(6) 関係図面 

(7) その他参考となる事項 

(平19規則15・一部改正、令3規則27・旧第44条繰下) 

第5章 雑則 

(財産台帳の整備) 

第46条 部等の長は、次に掲げる財産の種類の区分により財産台帳を作成し、当該管理に属す

る公有財産について、その現況を明らかにしておかなければならない。ただし、法令に特別

の定めがあるときは、その限りでない。 

(1) 土地(第25号様式) 

(2) 建物(第26号様式) 

(3) 山林(第27号様式) 

(4) 動産(第28号様式) 
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(5) 物権(第29号様式) 

(6) 無体財産(第30号様式) 

(7) 有価証券(第31号様式) 

(8) 出資による権利(第32号様式) 

2 会計管理者は、財産台帳の副本を備え、公有財産の現況を把握しておかなければならない。 

(平19規則15・一部改正、令3規則27・旧第45条繰下・一部改正、令6規則9・一部改

正) 

(固定資産管理システム等による事務) 

第47条 固定資産管理システム等により、帳票の記録(電子データ上の管理を含む。)が行われ

るときは、当該帳票の作成が行われたものとみなす。 

2 この規則において定める様式について、固定資産管理システム等により当該様式の記載要

件を具備した帳票の作成が行われるときは、当該帳票をもって当該様式に代えることができ

る。 

(令6規則10・追加) 

(財産台帳に登録すべき価格) 

第48条 財産台帳に登録すべき価格は、次の各号に掲げる取得原因の区分に応じ、それぞれ当

該各号に定める額によらなければならない。 

(1) 買入 買入価格 

(2) 交換 交換当時における時価評価額 

(3) 収用 補償価格 

(4) 代物弁済 当該財産により弁済を受けた債権額 

(5) 寄附 時価評価額 

2 前項の各号に掲げるもの以外の原因に基づいて取得した、次の各号に掲げる公有財産の財

産台帳に登録すべき価格は、それぞれ当該名号に定める額によらなければならない。 

(1) 土地、付近の類似地の時価を考慮して算定した額 

(2) 建物及びその従物並びに船舶、その他動産及びその従物、建築又は製造に要した額(建

築又は製造に要した額の算定が困難なものにあっては、時価評価額) 

(3) 立木その他材積に単価を乗じて算定した額(材積を基準として算定することが困難なも

のにあっては、時価評価額) 

(4) 物権及び無体財産、取得価格(取得価格によることが困難なものにあっては、時価評価

額) 

(5) 有価証券 額面金額 
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(6) 出資による権利 出資金額 

(7) 前各号のいずれにも属しないものは、時価評価額 

3 部等の長は、その管理に属する公有財産を5年毎にその年の3月31日の現況について、これ

を評価しなければならない。 

4 部等の長は、前項の規定により公有財産の評価換えをしたときは、財産台帳にその結果を

記載するとともに市長及び会計管理者にその結果を報告しなければならない。 

(平19規則15・一部改正、令3規則27・旧第46条繰下、令6規則10・旧第47条繰下) 

(台帳記載事項の変更等) 

第49条 部等の長は、その所管に属する公有財産が次の各号のいずれかに該当するときは、直

ちにその理由、年月日、その他必要な事項を台帳に記載し、総務部長に報告しなければなら

ない。 

(1) 取得し、又は処分したとき。 

(2) 区分又は種類の変更があったとき。 

(3) 用途の変更があったとき。 

(4) 改築、修築、天災事変その他の理由により形質又は価格に変動があったとき。 

(5) 土地の分合、地目変更、地積訂正その他の重要な事実が発生したとき。 

(平19規則15・一部改正、令3規則27・旧第47条繰下、令6規則10・旧第48条繰下) 

(損害の報告) 

第50条 部等の長は、天災その他の事故により公有財産が滅失又は毀損したときは、次に掲げ

る事項を記載した財産災害報告書(第33号様式)を市長に提出しなければならない。ただし、

被害の程度が軽微な場合は、この限りでない。 

(1) 当該財産の所在、地番、種類、地目又は構造及び数量 

(2) 滅失又は毀損の原因及び事故発生の日時 

(3) 被害の程度及び被害状況の写真 

(4) 損害見積額及び復旧可能なものについては、復旧見込額 

(5) 毀損した財産の保全又は復旧のためにとった応急措置 

(6) その他参考となる事項 

(令3規則27・旧第48条繰下・一部改正、令6規則9・一部改正、令6規則10・旧第49条

繰下) 

(財産の現在高報告) 

第51条 総務部長は、毎年3月31日現在の財産の現在高を公有財産台帳に基づき、5月31日ま

でに公有財産現在高報告書を作成し、市長に報告するとともに会計管理者に対し通知しなけ
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ればならない。 

2 前項の規定に基づく報告書を作成する場合、総務部長は、各部長の保有する公有財産台帳

と照合し、必要な調整を行わなければならない。 

(平19規則15・一部改正、令3規則27・旧第49条繰下、令6規則10・旧第50条繰下) 

(委任) 

第52条 公有財産の管理運用に関する事項で、この規則に定めのない事項は、別に市長が定め

る。 

(平19規則15・一部改正、令3規則27・旧第50条繰下、令6規則10・旧第51条繰下) 

附 則 

1 この規則は、平成3年4月1日から施行する。ただし、第29条第2項の規定は、平成4年4月1

日から適用する。 

2 石垣市公有財産管理規則(1971年石垣市規則第9号。以下「旧規則」という。)は、廃止する。 

3 旧規則の規定によりなされた許可その他の処分又は申請その他の手続きは、この規則の相

当規定によりなされた許可その他の処分又は申請その他の手続きとみなす。 

4 この規則の施行の際現に旧規則の規定により部等及び課に所属している公有財産は、この

規則の相当規定により当該部等及び課に所属したものとみなす。 

5 石垣市財務規則(昭和58年石垣市規則第2号)の一部を次のように改正する。 

〔次のよう〕略 

6 石垣市行政組織規則(昭和61年規則第15号)の一部を次のように改正する。 

〔次のよう〕略 

7 石垣市事務決裁規程(昭和61年石垣市訓令第7号)の一部を次のように改正する。 

〔次のよう〕略 

附 則(平成7年規則第15号) 

この規則は、平成7年5月1日から施行する。 

附 則(平成7年規則第27号) 

この規則は、公布の日から施行する。 

附 則(平成13年規則第16号) 

この規則は、公布の日から施行する。 

附 則(平成14年規則第15号) 

この規則は、平成14年4月1日から施行する。 

附 則(平成19年規則第15号) 

この規則は、平成19年4月1日から施行する。 
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附 則(平成24年規則第18号)抄 

(施行期日) 

1 この規則は、平成25年1月1日から施行する。 

附 則(令和元年規則第39号) 

この規則は、令和元年12月1日から施行する。 

附 則(令和3年規則第27号) 

この規則は、公布の日から施行する。 

附 則(令和5年規則第36号) 

この規則は、公布の日から施行する。 

附 則(令和6年規則第5号) 

この規則は、令和6年4月1日から施行する。 

附 則(令和6年規則第9号) 

この規則は、公布の日から施行する。 

附 則(令和6年規則第10号) 

この規則は、令和6年4月1日から施行する。 

別表(第29条関係) 

(令6規則9・追加) 

普通財産貸付料減免基準表 

減免区分 

貸付区分 

無償貸付できるもの 減額貸付できるもの(5割) 

国、地方公共団体 

その他の公共団体 

公共の用に供するとき。(営利

目的又は利益をあげる場合を

除く。) 

公益を目的とした事務又は事業

の用に供するとき。 

学校教育法(昭和22年法律第26

号)、児童福祉法(昭和22年法律

第164号)、身体障害者福祉法

(昭和24年法律第283号)、生活

保護法 (昭和25年法律第144

号)、知的障害者福祉法(昭和35

年法律第37号)及び老人福祉法

(昭和38年法律第133号)の規定

その事務又は事業の用に供す

るとき。(営利目的又は利益を

あげる場合を除く。) 

その事務又は事業の用に供する

とき。 
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に基づく施設又はこれらに準

じる福祉施設を運営する団体 

地域社会の発展及び住民福祉

の増進を図ることを目的とし

た自治組織(自治公民館等) 

その事務又は事業の用に供す

るとき。(営利目的又は利益を

あげる場合を除く。) 

― 

住民福祉の増進に著しく寄与

する活動に一時使用する団体

又は私人 

その使用目的に供するとき。

(営利目的又は利益をあげる場

合を除く。) 

― 

市が積極的に誘致した施設を

運営する団体又は私人 

― その事務又は事業の用に供する

とき。 

災害の発生等 有償貸付を受けている場合に

おいて、災害により当該財産を

その使用目的に供することが

できないと認められる期間 

― 



21/58 

 



22/58 

 



23/58 

 



24/58 

 



25/58 

 



26/58 

 



27/58 

 



28/58 

 



29/58 

 



30/58 

 



31/58 

 



32/58 

 



33/58 

 



34/58 

 



35/58 

 



36/58 

 



37/58 

 



38/58 

 



39/58 

 



40/58 

 



41/58 

 



42/58 

 



43/58 

 



44/58 

 



45/58 

 



46/58 

 



47/58 

 



48/58 

 



49/58 

 



50/58 

 



51/58 

 



52/58 

 



53/58 

 



54/58 

 



55/58 

 



56/58 

第1号様式(第8条第1項関係) 

(平7規則27・一部改正) 

第2号様式(第8条第3項関係) 

(平7規則27・一部改正) 

第3号様式(第9条及び第10条関係) 

(平7規則27・一部改正) 

第4号様式(第14条第1項関係) 

(平7規則27・令元規則39・一部改正) 

第5号様式(第14条第3項関係) 

(平7規則27・一部改正) 

第6号様式(第16条第2項関係) 

(平7規則27・一部改正) 

第7号様式(第16条第3項関係) 

(平7規則27・一部改正) 

第8号様式(第19条第1項関係) 

(平7規則27・令元規則39・一部改正) 

第9号様式(第19条第2項関係) 

(平7規則27・一部改正) 

第10号様式(第22条関係) 

(平7規則27・一部改正) 

第11号様式(第23条関係) 

(平7規則27・令元規則39・一部改正) 

第12号様式(第26条関係) 

(平7規則27・全改、令元規則39・一部改正) 

第13号様式(第27条関係) 

(令3規則27・追加) 

第14号様式(第27条関係) 

(令3規則27・追加) 

第15号様式(第29条関係) 

(令6規則9・追加) 

第16号様式(第32条関係) 

(平7規則27・全改、令元規則39・一部改正、令3規則27・旧第13号様式繰下・一部改
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正、令6規則9・旧第15号様式繰下) 

第17号様式(第33条関係) 

(平7規則27・令元規則39・一部改正、令3規則27・旧第14号様式繰下・一部改正、令

6規則9・旧第16号様式繰下、令6規則5・一部改正) 

第18号様式(第33条関係) 

(平7規則27・令元規則39・一部改正、令3規則27・旧第15号様式繰下・一部改正、令

6規則9・旧第17号様式繰下) 

第19号様式(第35条関係) 

(平7規則27・令元規則39・一部改正、令3規則27・旧第16号様式繰下・一部改正、令

6規則9・旧第18号様式繰下) 

第20号様式(第36条関係) 

(平7規則27・令元規則39・一部改正、令3規則27・旧第17号様式繰下・一部改正、令

6規則9・旧第19号様式繰下) 

第21号様式(第37条関係) 

(平7規則27・全改、令元規則39・一部改正、令3規則27・旧第18号様式繰下・一部改

正、令6規則9・旧第20号様式繰下) 

第22号様式(第39条関係) 

(令3規則27・旧第19号様式繰下・一部改正、令6規則9・旧第21号様式繰下) 

第23号様式(第41条関係) 

(平7規則27・全改、令元規則39・一部改正、令3規則27・旧第20号様式繰下・一部改

正、令6規則9・旧第22号様式繰下) 

第24号様式(第42条関係) 

(平7規則27・令元規則39・一部改正、令3規則27・旧第21号様式繰下・一部改正、令

6規則9・旧第23号様式繰下) 

第25号様式(第46条関係) 

(令3規則27・旧第22号様式繰下・一部改正、令6規則9・旧第24号様式繰下) 

第26号様式(第46条関係) 

(令3規則27・旧第23号様式繰下・一部改正、令6規則9・旧第25号様式繰下) 

第27号様式(第46条関係) 

(令3規則27・旧第24号様式繰下・一部改正、令6規則9・旧第26号様式繰下) 

第28号様式(第46条関係) 

(令3規則27・旧第25号様式繰下・一部改正、令6規則9・旧第27号様式繰下) 
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第29号様式(第46条関係) 

(令3規則27・旧第26号様式繰下・一部改正、令6規則9・旧第28号様式繰下) 

第30号様式(第46条関係) 

(令3規則27・旧第27号様式繰下・一部改正、令6規則9・旧第29号様式繰下) 

第31号様式(第46条関係) 

(令3規則27・旧第28号様式繰下・一部改正、令6規則9・旧第30号様式繰下) 

第32号様式(第46条関係) 

(令3規則27・旧第29号様式繰下・一部改正、令6規則9・旧第31号様式繰下) 

第33号様式(第50条関係) 

(平7規則27・一部改正、令3規則27・旧第30号様式繰下・一部改正、令6規則9・旧第

32号様式繰下、令6規則10・一部改正) 

 


